
今後の新型コロナウイルス患者対応に係る説明

高知県健康政策部



　　新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う
医療提供体制及び公費支援の見直し等について（ポイント）

幅広い医療機関で新型コロナウイルス感染症の患者が受診できる医療体制に向け
て、必要となる感染対策や準備を講じつつ国民の安心を確保しながら段階的に移行

急激な負担増が生じないよう、入院・外来の医療費の自己負担分に係る一定の公
費支援について、期限を区切って継続

○新型コロナウイルス感染症は、5月8日から5類感染症に





位置づけ変更後（R5.5.8～） 具体的な措置など

外
来

 ○広く一般的な医療機関（全
国で最大約6.4万）での対
応を目指し、医療機関数の
維持・拡大を促進

 ・ 感染対策について効率的な対応へ見直し
 ・ 設備整備や個人防護具の確保などの支援
 ・ 応招義務の整理（コロナへのり患又はその疑いのみを理由とした診療拒否は

「正当な事由」に該当しないことを明確化）
 ・ 診療の手引き等を含め分かりやすい啓発資材を作成し、医療機関に周知

入
院

 ○全国約8,200の全病院での
対応を目指す。

○４月中に、各都道府県で９
月末までの「移行計画」を策
定し、新たな医療機関による
受入れを促進

 ①確保病床を有していた重点医療機関等（約3,000）
　　⇒重症・中等症Ⅱ患者への重点化を目指す

②これまで受入れ経験のある重点医療機関等以外の医療機関（約2,000）
　　⇒軽症・中等症Ⅰ患者の受入れを積極的に促す
　　　 特に、高齢者を中心に、「地域包括ケア病棟」等での受入れを推進

③これまで受入れ経験のない医療機関⇒受入れを促す

入
院
調
整

 ○原則、医療機関間による調
整

 ・ 病床状況の共有のためのG-MISなどITの活用推進
 ・ 円滑な移行のため、当面、行政による調整の枠組みを残す(病床ひっ迫時等

に支援)
 ・ まずは軽症・中等症Ⅰ患者から医療機関間の調整を進め、秋以降、重症

者・中等症Ⅱ患者の医療機関間の調整を進める
 ・ 妊産婦、小児、透析患者は、都道府県における既存の調整の枠組みに移行

　　位置づけ変更に伴う医療提供体制の見直し（外来・入院・入院調整）

R5.3.13開催「第73回厚生科学審議会感染症部会」参考資料より抜粋



G-MISを活用した新型コロナウイルス感染症の患者の入院調整について

5

外来 入院

G-MIS上で受入可能病床数を可視化

市区町村 医療機関名 報告日時
受入可能

病床数

うち、

重症患者用
連絡先

○○市 A病院 XX/XX 9 3 XX-XXX-XXXX

○○市 B病院 XX/XX 3 0 XX-XXX-XXXX

○○市 C病院 XX/XX 2 1 XX-XXX-XXXX

○○市 D病院 XX/XX 2 0 XX-XXX-XXXX

工夫②
受入可能病床数が多い
病院から表示する。

工夫①
表示する項目数を減らし
見やすくする。

入院調整を希望する医療機
関名、二次医療圏等で検索
を行うことが可能。

可能な限り、
直近の状況を入力閲覧

病院

診療所

＜広く一般的な医療機関＞

G-MIS閲覧可能範囲 G-MIS入力可能範囲

病院

とりまとめ団体
（地区医師会、委託業者等） ・画面に表示する項目は、以下のような必要最小限の項目とする。

　①市区町村名・二次医療圏名・二次医療機関コード
　②医療機関名（医療機関コード）
　③受入可能病床数
　④うち、重症患者用
　⑤うち、回復後患者用
　⑥報告日時
　⑦連絡先　　　等々
 ※その他、詳細な項目（例：透析患者受入可能病床等）は別画面で確認可能

• 入院調整において、入院依頼を希望する医療機関と受け入れ医療機関間で、空床情報を共有できる情報基盤として、地区医師

会等と連携しながらG-MISを活用していただく。

• 本システムによって、受け入れ医療機関の空床情報を検索できることで、入院調整を効率的に行うことが可能になる。（本シ

ステムにはマッチング機能は備えておらず、最終調整は電話でのやり取りを想定している。）

調整困難事例の
調整を実施

G-MIS閲覧できない
診療所への情報共有等

 救急　＜入院依頼を希望する医療機関＞ ＜受け入れ医療機関＞

順次拡大

＜対応医療機関＞

• 入院調整において、入院依頼を希望する医療機関と受け入れ医療機関間で、空床情報を共有できる情報基盤として、地区医師会

等と連携しながらG-MISを活用していただく。

• 本システムによって、受け入れ医療機関の空床情報を検索できることで、入院調整を効率的に行うことが可能になる。（本シス

テムにはマッチング機能は備えておらず、最終調整は電話でのやり取りを想定している。）

都道府県等



（4/28時点で304機関、うち公表可267機関）※4/28時点





　　診療報酬の取扱い（新型コロナの診療報酬上の特例の見直し①）

R5.3.13開催「第73回厚生科学審議会感染症部会」参考資料より抜粋



　　診療報酬の取扱い（新型コロナの診療報酬上の特例の見直し②）

R5.3.13開催「第73回厚生科学審議会感染症部会」参考資料より抜粋



　　位置づけ変更に伴う患者等に対する公費支援の取扱い

R5.3.13開催「第73回厚生科学審議会感染症部会」参考資料より抜粋

○外来医療費は、9月末まで新型コロナ治療薬の費用の公費支援を継続
○入院医療費は、9月末まで高額療養費の自己負担限度額から、原則2万円を減額
○検査費用の公費負担は終了



４月レセプト 　　５月レセプト ６月～９月レセプト

　　位置づけ変更に伴う外来医療費に対する公費支援の取扱い

R5.5.１ R5.5.８ R5.６.１

（A）現　行(5月7日までに診療）

検査・コロナ確定後の
治療について公費で負担

１．検査：公費支援は終了　
２．診療：コロナ治療薬(※)の処方を　　

行った場合、薬剤費のみ全額
公費負担
　

 ※ 経口抗ウイルス薬：ラゲブリオ、パキロビッド、ゾコーバ
        点滴薬       ：ベクルリー
        中和抗体薬   ：ゼビュディ、ロナプリーブ、エバシェルド

（B）見直し後(5月8日以降に診療）

◆公費負担者番号
　検査：28390508（高知市除く）
　検査：28391506（高知市）
　

　治療：28390607

◆受給者番号：　9999996

◆公費負担者番号：28390805
　
◆受給者番号：9999996



４月レセプト 　　５月レセプト ６月～９月レセプト

　　位置づけ変更に伴う入院医療費に対する公費支援の経過的な取扱い

保健所の入院勧告に
よる入院期間の終期は、
4月30日まで。5月1
日以降の期間について
は勧告を行わない。

R5.5.１ R5.5.８ R5.６.１

（A）現　行
(4月30日までに入院） 全額公費※

全額公費※

一部公費※

（B）経過措置
(5月1日から7日までに入院）
※7日までに退院した場合を含む

（C）見直し後
(5月8日以降に入院）
※A・Bの患者の6月以降分を含む

◆公費負担者番号
　（従前どおりの保健所ごとの番号）
◆受給者番号
　（従前どおり患者ごとに保健所から通知）

◆公費負担者番号
　（従前どおりの保健所ごとの番号）
◆受給者番号
　（全国統一の番号）

◆公費負担者番号
　（都道府県ごとの番号）
◆受給者番号
　（全国統一の番号）

経過措置の対
象となる入院は、
５月末まで

6月以降は、この
パターンに一本化
（9月末まで）

高額療養費制度の自己負担限度額から
減額措置後の自己負担額を引いた額又は
減額措置後の自己負担額を超える部分を
公費支援



・発生届については、5/7までHER-SYSへの入力が必要
　

・5/1～5/7に入院された患者の医療費は全額公費負担
　※６月以降継続して入院する場合は、6月分より取扱い変更
　

・患者毎に発行されていた受給者番号が統一の番号となる
　※公費負担者番号はこれまでどおり、管轄保健所別の番号

　（B）経過措置　(5月1日から7日までに入院）※7日までに退院した場合を含む

ポイント

管轄保健所 公費負担者番号 受給者番号
高知市保健所 2839101

９９９９９９６

安芸福祉保健所 2839002
中央東福祉保健所 2839005
中央西福祉保健所 2839007
須崎福祉保健所 2839003
幡多福祉保健所 2839004



　（C）位置づけ見直し後（5/8以降診断分）

・HER-SYSへの入力は不要
　

・急激な負担増を避けるため、高額療養費制度の自己負担限度額 
 から原則２万円を減額した額を自己負担の上限とする。
 （食事代は減額対象外）
　

・新型コロナ治療薬については、外来と同様に全額公費負担
　※薬剤費を公費負担し、その上で残る自己負担について本考え方を適用
　

・公費負担について、保険請求の枠組みで行い、患者申請は不要
　※医療機関において、入院期間中に患者の所得区分を確認いただく必要あり

ポイント

管轄保健所 公費負担者番号 受給者番号

県内統一 ２８３９０７０６ ９９９９９９６



自己負担限度額より、
（医療費比例額

+10,000円）を減額

80,100+医療費比例額
　ー（医療費比例額+１万円）
　

=70,100円　　

自己負担限度額より、
20,000円を減額

　（C）位置づけ見直し後（5/8以降診断分）：70歳未満



　（C）位置づけ見直し後（5/8以降診断分）：70歳以上

限度額が15,000円のため、減額により０円となる

【注意事項】
 
自己負担額が、所得区分毎の
限度額に満たない場合でも、
減額後の負担額を超えた場合
は、それ以上の自己負担は発
生しない。


